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平成27年度三重県一般会計岡特別会計補正予算について

（会苦情!Ji総括表）

区 分 補正前の額

86,C43, 716 

（単位千円）

補正額｜権後¢予算額

一般会計 ム217,734 85,825,982 

i土木費 81, 002, 116 ム350,390 80, 651, 726 

！五五1-s長一 一－－r----－－~：－；ムム！一一一一副長「尚一
特別会計 14,345, 719 410,647 14, 756,366 

j_ －塑整時調布！！哲士一一一J______ _160， ~82_l一一一一一＿＿3~－~型l一一 一＿＿l~主印
流域下水道事業期間十 14, 185, 037 406,809 14,591,846 

,6、
口 計 100,3S9,435 192,913 100,582,348 

（事業別総括掛 〈単位・千円）

区 分 補正前の額 補豆額 補正後の予算額

一般会計 24,463, 353 ム1,363,751 2~，（ 99,602 

国補公共事業 下水道特会 5,880,421 5,880,421 

メ口,,_ 言十 30,343, 774 ムl,363, 751 28,980,023 

直轄事業 一般会計 16,426, 291 16,426,291 

一般会計 24,516,472 6f8, 882 2!i,185,354 

県単公共事業 下水道特会 143, 310 143,310 

Z口入 言十 24, 659, 782 6f8, 882 2!i, 323, 664 

災害復旧事業 一般会計 5，〔41,6JO 132,656 5, 174,256 

一般会計 15,596,000 344,479 15,940,479 

港湾特会 160, 682 3,838 164, 520 
その他事業

下水道特会 8, 161, 306 406,8C9 8, 56R, 115 

Z口"- 言十 23, 917, 988 755, 126 24,673,114 

一般会計 86,C43, 716 ム217,734 85,825,982 

港湾特会 160,682 3,838 164,520 
メ口〉、 言十

下水道特会 14, 185,037 406,809 14,591,846 

ぷ口〉、 計 100, 389, 435 192, 913 lO:J, 582, 348 
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［国禰公共事業】

0 一般会計

（主なもの）

道路事業

河｝II・砂防事業

【県単公共事業】

o→桧計

（主なもの）

ム1, 363, 751千円

ム1, 363, 751千円

国補道路改築費など ム1, 067, 029千円

河川瞳備到寸金事業費など ム30 3, 9 6 5千円

668, 882千円

668, 882干円

県単建設事業 地方道路整備（改捕事業費など 7 3 5, 3 3 1千円

【災害復旧事業】

0 一般会計

（主なもの）

132, 6 5 6千円

平成26年災害かド健設）復旧費

平成26年発生災害直蕗事業負担金

【その他事業】

0 一般会計

職員給与費など

0 特別会計

溜零整備事業

流域下水道事業

755, 126千円

2 

132, 656千円

9 2, 5 7 9千円

6 0, 0 7 7千円

344, 479千円

344, 479千円

41 0, 6 4 7千円

3, 8 3 8千円

406, 809千円



【債務負担行為］

一般会計 i助自

事 項

公共封d搬値路）京簡管理事業（トンネル等の設備に

係る設備点検業務委託等）に係る鄭甘

公共封効鍛（糊扮野）紺守管理事業縄問操作親等）
に係る期ヲ

道路事業個道477号（四日市湯の山道路））に係る鞠力

港湾施設保安笠夜業務委託に係る契約

県単災害封C復旧事業（埋塞対策） Iこ係る難甘

一般会計変更

事 項 区 分

高速道路関連指史整備対策事業に係る知力
補正前

補正後

港湾整備事募網B陰言十追加

事 項

津ヨットハーバーのクレーン点検野寿番壬に係る契約

3 

（単位・千円）

期 間 限度額

平成27年度～
457,650 

平成30年度

平成27明支～
285,000 

平成28年度

宅成27年度～
450,COO 

平成2~ 年度

平成27明支～
10,310 

平成28年度

宅成2~ 年度 80,000 

（単位白千円）

期 間 限度額

平成28年度 200,000 

平成28年度 300,COO 

（単位．千円）

期 間 限度額

平成27年度～
1,300 

平成28年度



［繰越明E特量］

L核疑邸月許費一覧表） （単位：千円）

科 目 金額 備 考

一般会計 2, 784,988 

士木費 1, 159,400 

土木管 理 費 9J,200 公共封掘撤回苧開費

道路橋りょう費 州 50I 高ほ遍か5萱事路業髄蹴整備対策事業費

ド一一一一一一一一一一 ドー←←ーー一一一一一一一一一一一 一一ー一一一一一

河 川海岸費 661,050 砂防割首交付金事業費ほか6事業

一一一一一一←一一一一一←一一一一一一一－－－－－－－一一一一一一一ーーー一一一一一一一一一一一

港 湾 費 30, 100 国補描零改修費ほか1事業

一一 一一一一一一一一一一一

災害復旧費 l, 625, 58~ 

土7櫛設災害訴夏｜自費 1,625,588 
平成27年災害土木曜設）復旧費
ほか2事業

話静寂下水道事業特別会計 50, 120 

国補1閣沿岸済却下水道（時日）建設費
流域下水道事業費 50, 120 

ほか1事業

県土整備部計 2, 835, 108 
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平成28年度当初予算要求状況について

1事業別総括表 （単位千円）

平成27年度 平成28年度
当初予算額 当初予算 前年度比

(6月補正含む） 要求額

一般会 計計 80,596,816 80,775,091 100.2% 

公共事業 65,563,420 65,120,564 99.3% 

国補公共事業 24,463,353 24,208,098 99.0% 

C＠：轄事業 16,426,291 16,426,291 100.0% 

県単公共事業 19,069,572 18,925,636 99.2% 

建吾日九JI: 9,134,920 8,708,409 95.3% 

維持 8,860,228 9,423,623 106.4% 

調査等 1,074,424 793 604 73.9% 

受託公共事業 562,604 616 857 109.6% 

災害復旧事業 5,041,600 4,943 682 98.1% 

非公共事業 15,033,396 15,654,527 104.1 % 

【再掲】土木費計 75,555,216 75,831,409 100.4% 

特 別 会計計 14,345,719 14,550,561 101.4% 

港湾整備事業特別会計 160,682 167,182 104.0% 

非公共事業 160,682 167, 182 104.0% 

流域下水道事業特別会計 14,185,037 14,383,379 101.4% 

国補公共事業 5,880,421 5,880,049 100.0% 

県単公共事業 143,310 126 967 88.6% 

受託公共事業 10,000 60,000 600‘0% 

非公共事業 8 151 306 8,316,363 102.0% 

総 計 94,942,535 95,325 652 100.4% 
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2 施策別の予算要求状況
（単位ー千円／%）

平成27年度 平成28年度
施策番号 施 策 名 当初予算額 当初予算 前年度比

(6月補正後） 要 求 額

治山・治水冒海岸保全の推進 21470065 21 587 752 100.5% 
113 

ー園田同】H ー田園田園．．ーー・圃ーーー－－同H 醐圃園田ーーーーー胃E ・田『早『ーー皿岨ーーーーーー ーーーーーー・E 園田園ー甲骨骨向田園田曲目圃幽圃a・ーーーー回開園開押再開ー． ー園田昌ーーーーーーーーーー．

うち特定政策課題枠（社会経済情勢分） 7,310,670 15,397,442 210.6弘

道路網・港湾整備の推進 36 375 385 35,958,233 98.9% 

351 
開育園戸園田園・・・ーーーー回目閉四回】同司園田園圃・・ーーーーーー－－－ー回世圃由且ーー－－－－－－－ 園田四回腎同四四四回目白ーー回目幽．圃且ー・．．，田，－－時間『開閉同】困圃M国－－ーーーーーー串岡田岡田四

うち特定政策課題枠（社会経済情勢分） 5,625,884 12,338, 141 219.3百
凶E 圃回目四回目－－－ーー－－－－・－－園田’・－・晶』回白嗣岨凶由幽圃圃ーーー岡田閉田岡・・－回幽目白田昌 ー且ーー圃ーーーーーーーーーーー戸戸戸明ー同』』・－－ーーーーーーー・・E 園町 田町田－－ー同世回出回岨圃圃曲

うち特定政策課題枠（サミット分） 620,000 皆増

安全で快適な住まいまちづくり 3,555,184 3,610,077 101.5% 
353 

ー園出ーーーー－－ー圃’m四国制同副幽】圃圃ーー－－－－－司『間同ー回目幽四国ー圃ーーーーーー胃四四噂W 開時国・田『ー・・ー田園田園田園田圃E ・・－ーーー・回同ー『『ー』』－－幽回目圃 ーーーーーーーーー百四園田向

うち特定政策課題枠（社会経済情勢分） 134,916 561,633 416.3% 

行政運営7 公共事業推進の支援 5,418,326 5,452,436 100β弘

その他（他部局主担当分など） 28,123,575 28, 717, 154 102.1 % 

岨】回目圃ーーー園田帽開F 回同ー幽園圃ーーー四回目胴F『戸園出国睡園田ーーーー園田四F ー』ー－園出出田園田園ー園田回目静岡同開ー－－回世 －－－－圃E ・－－－－－－－－・・田F ー－－『圃岨岨凶品圃園田・－－－－－－－ ーーーー回目曹開『ーー開園ーー

うち特定政策課題枠（社会経済情勢分） 3,262,825 皆増

r 

総 計 94,942,535 95,325,652 100.4弘

－ー園田岡田】】四回a 圃ーーーー，回目同ーー園田園・・ーーー園田胃戸戸ー』ー－－且圃E ・－－－ーー，－－ー園事国幽幽ーーーーーーーーー園田 園田園咽弔問唱ー岡田h 回国圃巴圃圃・ー且－－－・皿，園田園田守幅四胴『胃『圃“‘ 』時曲目曲由巳圃ーーーーーー．

うち特定政策課題枠（社会経済情勢分） 13,071,470 31,560,041 241.4% 
“圃ーーー田ー閣情帽静岡』圃－－－－－－四－－ーー国幽幽回ー困－－－－ー開胃咽ーー戸ー】島園田園ーーー圃ーーー開『『ー－－－－－－－圃岨 ーーーーーーーーーー園田司回目阿国噌『』 M】幽幽圃園園田園田園・ーーーー．．．．園田園田戸開『岡戸・圃』回4 国

うち特定政策課題枠（サミット分） 620,000 皆増
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平成28年度当初予算要求状況資料（ 2) 

一一一一一一一一..一一一一一一一一一一一－－一一一一一
：陥県民力的ン第ニ次行動計画（仮称）！

《最終案》取組概要

提出資料（県土整備部関係分抜粋）

平成27年 12月
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（施策 11 3 （治山治水間吋進

［主担当部局：県土整備部］

：~麗鰯厳重差益緩奪三笠1 lwlflflflJll 三；：； llliJ~lll 11111tl11Illfll譲三割
洪水、土砂災害、高j朝、地震、津波など自然災害からの被害を軽減させる「滅災Jの観点から、地域の

実情をふまえた施設整備や適切な維持管理が行われるとともに、県民の皆さんの主体的な警戒避難に資す

る取組が進み、災害に対して安全 E 安心な社会づくりが進んでいます。

陣厳重重量：毒事選時1 ~lif l~l~l＇~f f~ ~Ill ~1~wNl10~ ~：~~ iJJllllMI 
自然災害から県民の皆さんの生命財産を守るための施設整備や、施設の適切な維持管理が行われ、自

然災害への対策が講じられている人家数が増加しています。また、河川の浸水想定区域図の作成や土砂災

害警戒区域等の指定などの取組が進み、県民の皆さんの主体的な警戒避難の支援が行われています。

の、
b
中家

へ
じ
人

害
講
る

災
が
い

然
策
て

自
対
れ
数

目標項目
の説明

河川、砂防、海岸、治山事業により自然災害から守られる人家数

28年度目標値
の考え方

11301洪水対策 i！浸水想定区域

の推進（県土整 図作成河川数
備部〕

11302土砂災害 基礎調査実施

対策の推進（県 持品 5 770か所
土整備部） (26年度）

11303高潮凶地 /1 ／ 35. 6km 
震津波対策の 堤防耐震化延

推進 長 33. 3km 
（県土整備部） (26年度）

自



11304山地災害

対策の推進（農

林水産部）

山地災害危険
地区整備着手
地区数

陣様j主義轟！： ~%~7%! ~l~t~ll~！！~ ；三： ~＆fll~~iEi~！~. Ii~ 三：IJ1$rli,,!lfl：ョ
①頻発激甚化する風水害回土砂災害から県民の皆さんの命と暮らしを守るため、河川I.海岸土砂災害

防止施設の整備はもとより、警戒避難体制の強化lこ向けてソフト対策を推進しています。施設整備の必

要性は依然として高いため、引き続き効果的・効率的な整備を推進するとともに、ソフト対策のさらな

る推進が必要です。特に平成 27年5月の水防法改正に伴い、想定される最大規模の降雨を前提とした

河川の浸水想定区域図を早期に作成する必要があります。また、土砂災害警戒区域の指定に必要な基礎

調査在、平成31年度の完了に向けて着実に実施する必要があります。

②河川の水位低下対策として、事業効果が早期に発現する河川堆積土砂の撤去について、関係市町と撤去

必要箇所の優先度について検討し、撤去箇所の情報を共有しながら取り組むとともに、砂利採取制度も

活用して進めています。土砂撤去が必要な河川が多く残っていることから、継続した事業の推進が必要

です。

③地震‘津波に対して壊れにくい構造とするため、河川堤防については、津波浸水予測区域内の脆弱箇所

183箇所のうち 52箇所で補強対策を進めています。また、地震後も堤防機能を確保するため、国直轄お

よび県管理の河川＝海岸堤防や河口部の大型水門等の耐震対策を進めています。引き続き、河川堤防の

脆弱筒所の補強対策を計画的に進めるとともに、河川 海岸堤防や河口部の大型水門等の耐震対策を推

進することが必要です。特に海岸堤防については津波に対して粘り強い構造とする対策を取り入れた整

備も必要です。なお、ダムについては耐震性能照査を進め対策を講じることが必要ですG

④河川の大型水門やダム等について、予防保全に取り組み、安定的な機能確保に努めるとともに、計画的

な修繕 更新を進めています。今後も継続して取り組んでいくことが必要です。

⑤平成 25年、 26年の台風等により被災した公共土木施設の復旧を進めるとともに、再度災害に備えた治

水対策を進めています。引き続き取組を推進するとともに、 27年の台風第 15号や台風第 18号等で被災

した施設についても早期復旧が必要です。

⑤農地漁港海岸堤防については、経年劣化によるひび割れなど老朽化が進んでいる施設があることから、

引き続き、計画的に対策を講じる必要があります。

⑦平成26年の台風第 11号等による山地災害の復旧や保安林内の森林整備等を進めています。引き続き取

組を推進するとともに、平成27年の台風第 15号等による山地災害の早期復旧が必要です。

③人家に近い場所での土砂災害の発生が懸念されることから、山地災害危険地区の着手率を向上させる必

要があります。

臨留置盟理量百頁寵ll~沼海』奇麗

l県土整備部 1
①風水害，土砂災害からの被害軽減のため、河川 海岸 土砂災害防止施設の整備を推進することはもと

より、的確な避難に資するソフト対策に重点的に取り組みます。特に水防法改正に伴い必要となった、

想定される最大規模の降雨を前提とした河川の浸水想定区域図の作成を進めます。また、土砂災害警戒

区域の指定推進に向け、基礎調査の平成31年度完了を白指し、計画的l二推進します。

9 



②河J11土佐積土砂については、「箇所選定の仕組みJにより、関係市町と撤去必要箇所の優先度lごついて検討

し、選定した撤去箇所の情報を共有しながら進めます。また、砂利採取促進のための支援などに取り組

みます。さらに、公募による残土処分地の確保に取り組むなど、安定的 計図的な土砂の撤去を推進し

ます。

③地震 津波による被害軽減のため、河川i’海岸堤紡について、空洞やひび割れのある脆弱箆所等の計画

的な補強・補修を行います。また、引き続き国直轄及び県管理の河川・海岸堤防や河口部の大型水門等

の耐震対策を進めるとともに、海岸堤防についてはこれまで進めてきた整備に加え、粘り強い構造とす

る対策を取り入れた整備を進めます。なお、ダムについても耐震対策を進めます。

④河川の大型水門やダム等において、定期的な点検に取り組み、点検結果に基づく適切な予防保全を進め

ます。

⑤平成 26年、 27年の台風等により被災した施設の早期復IBや、再度災害に備えた治水対策を進めます。

l農林水産部 1
⑥農地 漁港海岸堤防については、老朽化が進んでいる施設の計画的な整備を推進し、高潮‘津波に対す

る安全性の確保を行っていきます。

⑦平成 26年の台風第 11一号および平成27年の台風第 15号等による山地災害の復旧や保安林内の森林整備

等を進めます。

⑧近年多発する土砂災害等から、県民の生命 財産等を守るため、山地災害危険地区の施設整備未着手箇

所で治山事業を実施し、災害の未然防止を進めます。

巨選橋義 jf＠~ il＆~ Ifill~ ~l~ll ~lliillllllJ￥~ llll~ Ill~！ i~iAlil ri~~ ：：調
l県土整備部｜｜

⑦河川事業【基本事業名岨 11301 洪水対策の推進】

予算額 (27) 8 ' 5 8 5 ' 8 6 8千円 → (28) 9, 078, 485千円

事業概要：洪水、地震、津波等による自然災害から生命や財産を守るため、河川改修等の治水対策や大

型水門等の耐震対策のほか、定期点検結果に基づく適切な予防保全を進めます。また、水防

法改正に伴う浸水想定区域図の作成を進めます。

②河川堆積土砂対策事業［基本事業名 11301 洪水対策の推進］

予算額 : (27) 7 2 0 ' 0 0 0千円 → (28) 7 2 0' 0 0 O千円

事業概要：河川の流下能力を回復するため、堆積土砂の撤去を行います。

堆積土砂撤去にあたっては、当該年度の実施筒所や今後2年間の実施候補箇所を市町と共有

しながら実施します。このほか、砂利採取を活用した土砂撤去の促進を図ります。

③砂防事業【基本事業名： 11302 土砂災害対策の推進］

予算額 (27) 3' 5 6 7' 8 5 0千円 → (28) 3 ' 0 8 8 ' 3 0 0千円

事業概要：土石流等による土砂災害から生命や財産を守るため、砂防えん堤や擁壁等の土砂災害防止施

設を整備するとともに、土砂災害のおそれのある区域における危険の周知と土砂災害警戒区

域の指定推進に向けた基礎調査を実施します。

10 



④海岸事業［基本事業名 11303 高潮地震＝津波対策の推進］

予算額 (27) 3 ' 3 1 9 ' 5 5 7千円 → (28) 3 ' 2 4 5 ' 9 8 4千円

事業概要 高潮、波浪、地震、津波等による災害から生命や財産を守るため、堤防等の海岸保全施設の

整備や耐震対策を行うとともに、粘り強い構造とする対策を取り入れた整備を進めます。

l農林水産部 1
⑤海岸保全施設整備事業［基本事業名： 11303 高潮 地震・津波対策の推進】

予算額 町（27) 1 0 7' 7 2 4千円 →（28) 1 5 5' 6 0 0千円

事業概要：高；朝、津波による農地等の被災を防止するため、老朽化した海岸保全施設の改修等の実施に

より施設の機能強化、回復を進めます。

⑤県営漁港海岸保全事業［基本事業名 11303 高潮地震津波対策の推進】

予算額 : (27) 3 4 3 ' 9 5 0千円 → (28) 2 3 2' 3 0 0千円

事業概要 ω南海トラフ地震等の大規模自然災害に備えるため、漁港海岸施設の機能強化（耐震対策等）

をfiいます。

⑦市町営漁港海岸保全事業【基本事業名： 11303 高潮 地震・津波対策の推進］

予算額 ・（27) 8 7' 4 9 9千円 →（28) 5 5' 9 9 9千円

事業概要 南海トラフ地震等の大規模自然災害に備えるため、漁港海岸施設の機能強化（耐震対策等）

を実施する市町を支援します。

③（  部新）治山事業【基本事業名： 11304 山地災害対策の推進］

予算額 : (27〕 3, 579, 839千円 → (28) 3' 7 0 5' 3 7 1千円

事業概要・山地災害の復旧、山地災害危険地対策による山地災害の未然防止や良質な水の安定供給など

県民生活の安全在確保するため、治山施設整備を進めるとともに、水源地域などの保安林機

能を向上させるための森林整備等を行います。
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（施策 3 5 1 （道路網港湾整備の推進

［主担当部局県土整備部】

E鱒議養護主総選緩：： ~f~ll~ ＇~ 11／~l~lllllif｝~ll三喜三ltwlfIll! ~0＠~ Iii~ 111i＂~f litll 
中部圏と近畿圏を結ぶ高速道路ネットワークが形成されるなど、県民の皆さんの生活や地域の経済活動

を支える道路網や港湾の整備が進み、安全安心が高まるとともに、人と人、地域と地域が力強く結ばれ、

県内外との交流 E 連携を広げています。

機謀議議重養護重量u単語llllil lflf ~II~ i111/llll "ll！！~I 'fl i11 
幹線道路やこれらにアクセスする道路等の整備を進めるとともに、道路港湾施設の適切な維持管理を

推進することで、県民の皆さんの安全＝安心が高まるとともに、地域間の交流連携が進み、地域の経済

活動が活性化しています。

県民生活の安
全性・利便性の
向上や地域の
経済活動等を
支援する道路
の新規供用延
長

目標項目
の説明

県内の高規格幹線道路、直轄国道や県管理道路の新規に供用した延長

28年度目標値
の考え方

35101 高規格｜高規格幹線道
幹線道路およ｜路および直轄
び直轄国道の｜国道の新規供
整備促進（県｜用延長
土整備部）

35102 県管理

道路の整備推 ｜県管理道路の

進（県土整備 ｜新規供用延長

部）

35103 適切な

道路の維持管

理（県土整備

部）

舗装の維持管
理指数 5. 1 

(26年度）
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5. 0以上



港湾の機能充

実（県土整備

部）

県管理港湾に
おける岸壁の
更新大規模修
繕実施延長

120m 
(26年度）

閣議線量産i~f I~ !fz~＇， 1111filf~i~~~ i~~ ~ll~I ~fl;i! iii!i If~ ~I~ ；：：限延琵詰
①県内外との交流連携を促進するとともに大規模災害時に県民の皆さんの命を守るため、高規格幹線道

路の早期全線開通に向け重点的に取り組んでいますが、未だミッシングリンクが残っています。また、

直轄国道については、バイパスの部分開通が着実！こ進んでいるものの、関連箇所においても渋滞が発生

しています。さらなる整備促進を図るため、高規格幹線道路および直轄国道の開通見通しの早期公表や、

未事業化区間の早期事業化を国等に一層強く働きかける必要があります。

②地域から高速道路ネットワークへのアクセスの向上を図るため、県管理道路整備を推進しています。ま

た、地域ニーズにきめ細かに応えるため、バイパス整備や現道拡幅などの抜本的な整備に加え、待避所

の設置など柔軟な対応を織り交ぜながら、計画的な整備を推進しています。さらに、通学児童等のさら

なる安全確保に向け、緊急合同点検に基づく安全対策に取り組むとともに、「通学路交通安全プログラムj

に基づく対策に着手しました。

高規格幹線道路や直轄国道開通に合わせた県管理道路の完成や、平成33年の「三重とこわか国体J（以

下「国体Jという。）開催に向けた道路整備開始のうZイムリミットが迫っています。加えて、伊勢二見

鳥羽ラインの無料化前倒し等に向けた取組を進めています。

また、現在進められている多くの幹線道路の整備により、北司中勢地域において、強固な南北軸が形成

されるものの、東西軸が脆弱であることなどが課題となっており、早期に新たな道路ネットワ クの検

討を進めるJ必要があります。

③通行時の安全性快適性の確保に向け道路施設のサ ビ、ス水準を継続的に維持していくため、計画的な

修繕更新を実施し、点検 E 診断＝措置記録のメンテナンスサイクルの確立を図っています。県内の

道路利用者が安全かつ安心に通行するためには、すべての道路管理者が連携してメンテナンスサイクル

を継続的かつ確実に回していく必要があります。こうしたなか、技術ー人材（体制）等の課題を抱える

市町もあることから、すべての道路管理者が参加する「三重県道路インフラメンテナンス協議会」によ

り、道路管理者間の意見調整ー情報共有や市町職員への技術支援を行っています。

なお、県民の不安払拭と理解促進、維持管理の確実性と効率化を図るため、 f維持管理の見える化jに

取り組んでおり、平成27年度は健全性の状況等の「見える化j を進めます。さらに、平成28年5月開

催の「伊勢忘摩サミットj に向け、公共土木施設の修繕等を実施する必婆があります。

④県管理港湾について、利用者の安全性や港湾の機能を確保するため、老朽化した施設を補修するととも

に、大規模地震時の緊急輸送を確保するため、臨港道路の橋梁の耐震対策を進めています。引き続き、

老朽化した施設を早期に補修するとともに、大規模地震発生時の復旧・復興活動に重要な役割lを担う耐

震岸壁へのルートとなる緊急輸送道路の機能を確保するため、臨港道路橋梁の耐震対策を進める必要が

あります。
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①大規模地震や激甚化する集中豪雨等による自然災害の脅威に対し、地域の安全安心を支えるとともに、

集積する産業や魅力ある観光等、地域の成長を支える基盤として、さらに平成 33年の国体開催に向け、

新名神高速道路、東海環状自動車道、熊野尾鷲道路 en期）、熊野道路および新宮紀宝道路等の高規格幹

線道路や、北勢バイパス、中勢バイパス、桑名東部拡幅（伊勢大橋架替）および松阪多気バイパス等の

直轄国道の整備促進を図るとともに、近畿自動車道紀勢線や北勢バイパスの未事業化区間の早期事業化

に向けた取組を推進します。

②県管理道路については、高規格幹線道路および直轄国道と 体となった道路ネットワ クの形成を目指

し、四日市湯の山道路や磯部ノtイパス等の抜本的な整備に加え、柔軟な対応を織り交ぜながら、計画的

かつ効果的関効率的な整備に努めます。とりわけ、国体開催に向けた道路の整備、自然災害に対する備

えとしての道路整備を実施します。また、新たな道路ネットワークの構築を目指し、鈴鹿亀山道路、名

神名阪連絡道路の事業化に向け、国等と連携して調査検討を進めます。さらに、 f通学路交通安全プロ

グラムj に基づく通学路の安全確保に向けた点検 w 対策 効果の把握 E 改善のPDC Aサイクルを確実

に実施するなど、既存道路における歩行空間の整備等を推進します。

加えて、平成29年4月1日に伊勢二見鳥羽ラインの無料化を前倒しするとともに、県富サンアリーナ前

の仮設イン告ーを常時開放するため、必要な手続きを関係機関と調整しながら進めます。

③道路施設が将来にわたって機能を充分発揮するよう、点検ー診断措置・記録を確実に実施し、効果的・

効率的な修繕目更新等を進めます。また、「三重県道路インフラメンテナンス協議会Jにより、道路イン

フラの予防保全”維持管理体制を強化します。なお、「維持管理の見える化」については、施設情報とメ

ンテナンス情報を閲覧できるシステム構築に着手します。加えて、「伊勢志摩サミットJ開催に向け、関

係機関と連携協議のうえ、必要な対策を実施します。

④県管理港湾について、利用者の安全性や港湾の機能在確保するため、施設の点検目補修を実施するとと

もに、津松阪港（大口地区）および宇治山田港において老朽化対策を進めます。また、大規模地震発生

時に耐震岸壁へのルートとなる緊急輸送道路の機能を確保するため、長島港において臨港道路橋梁（江

ノ浦大橋）の耐震対策を進めます。

三重義襲警護 rllfllftrli 1；後三三llllfflj三fllllllj霊援 護；；護；｜
①直轄道路事業負担金［基本事業名・ 35101 高規格幹線道路および直轄国道の整備促進】

予算額 (27) 1 0 ' 5 3 5 ' 1 6 5千円 → (28) 1 0' 5 3 5 ' 1 6 5千円

事業概要 因が行う道路事業に対して負担金を支出することにより、県内の幹線道路網の形成を促進し

ます。

②道路改築事業［基本事業名 35102 県管理道路の整備推進】

予算額司（27) 1 3' 3 6 9' 8 6 1千円→ (28) 1 2 ' 5 2 3 ' 6 9 8千円

事業概要 地域高規格道路や幹線道路にアクセスする道路等の整備に取り組み、県民生活の利便性、安

全性の向上に寄与する道路ネットワ クの構築を進めます。

③道路維持修繕事業［基本事業名： 35103 適切な道路の維持管理】

予算額 (27) 8 ' 8 2 5 ' 9 5 8千円 → (28) 9' 4 1 5' 0 7 5千円

事業概要’道路施設が将来にわたって機能を充分発揮するよう、点検診断・措置岨記録を確実に実施

し、計画的な修繕目更新等に取り組みます。
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④港湾事業【基本事業名 35104 県管理港湾の機能充実］

予算額 (27) 3 5 9' 9 3 6千円 → (28) 3 7 8' 4 5 9千円

事業概要利用者の安全性や港湾の機能を確保するため、施設の点検補修を実施するとともに、岸壁

の更新大規模修繕等の老朽化対策を進めます。また、大規模地震に備え、緊急輸送道路の

機能を確保するため、臨港道路橋梁の耐震対策を進めます。
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（施策 35 3 （…適な怯い
【主担当部局刷県土整備部】

人口減少司超高齢社会に対応した集約型都市構造の形成（コンパク卜なまちづくり）が進むとともに、

都市基盤の整備や、安全で快適な住まいづくりが行われるなど、県民の皆さんと共に、住まいやまちづく

りのことを考え、地域の個性を生かした魅力あるまちで、誰もが安心して、快適に暮らしています。

陸言語言~ll議蓮華：：言語蓮言語 il~I Iii ：芸：iII fl1i~ ~Ii JI~ rji1Jli~ Eヨ
これまで進めてきた安全快適な都市環境を形成するための基盤整備、地域の個性を生かした景観形成、

安全安心で豊かな住環境の整備、建築物の安全性確保の取組に加え、立地適正化計画の策定やその計画に

位置づけられた事業の実施など集約裂都市構造の形成につながる取組が進むことにより、誰もが魅力を感

じ、安全で快適な住まいまちづくりが進んで、います。

ス
に
ち
進
着
累

ビ
近
ま
推
に
（

一
身
る
を
業
数

サ
が
す
り
事
た

活
設
在
く
る
し
）

生
施
存
づ
す
手
計

目標項目

の説明

住宅および都市機能増進施設（医療施設、商業施設等）の立地の適正化を図るための計画（立
地適正化計画）に位置づけられた、誘導する施設の整備やその周辺の基盤整備等に着手した
件数

28年度目標値

の考え方

35301安全で
となっている

快適なまちづ
街路で無電柱

くりの推進（県
化された箇所 12か所土整備部）
数（累計）

／／  100% 35302安全で 県営および市｜ ／／  

快適な住まい 町曽住宅の長

17. 9% づくりの推進 成割合
(26年度）（県土整備部）
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35303適法な 防火設備等が

建築物の確保
適正に維持保
全されている 62. 8% 

（県土整備部） 建築物の割合 (26年度）

35304参画と 市町、県が制定

／ 181・牛した景観計画！ ／ 
協働による景 等の件数およ
観まちづくり び市町に屋外

の推進（県土整 広告物の権限｜
15件移譲を行った

備部） 件数（累計）

｜韓議護謀議 ~~ r11uIJ~lll 1［~S~I~I！~ ＇~NJffi II~iNM~i雲1 l~~I ！~1%%1 r0J！＼~~ i&r！~ ：ョ
①人口減少超高齢社会に対応した持続可能性が高い集約型都市構造の形成に向け；都市計画決定や鉄道

と道路の立体交差化等の都市基盤の整備を進めてきました。引き続き持続可能性の高い集約型都市構造

の実現とともに、発生が懸念される南海卜ラフ地震等の大規模災害に対応したまちづくりに向け、都市

計画の策定や都市基盤の整備が求められています。

②耐久性省エネ性等を備えた長期優良住宅の普及促進と認定を行うとともに、県営住宅の適切な維持管

理を進めてきました。また、住宅の確保に特に配慮、を嬰する高齢者等の方々への支援の充実を図ってい

ます。引き続き、誰もが安全安心で豊かな住生活を享受できるよう、将来にわたって住み続けることが

できる良質な住宅への転換や高齢者をはじめとする住宅の確保に特に配慮を要する方々への支援が求

められています。

③建築物の安全性確保に向け、建築主事を置く市と連携して、不特定多数の者が利用する既存建築物の維

持保全適合率の向上に取り組みました。引き続き、建築基準法や都市計画法に基づく許認可や指導・助

言を行うことにより、安全安心な建築物の篠保を図ることが求められています。

④県や市が景観計画を策定するなど、良好な景観づくりに向けた取組を進めてきました。地域の個性豊か

で魅力ある景観在生かしたまちづくりを推進するため、引き続き、地域住民と行政の協働による修景整

備や、市町が主体となった景観づくりへの取組、地域の景観特性に配慮した公共事業等の推進が求めら

れています。

豊富臨時足掛；白書寝醐面購麟議謡館輔檀輔躍鞠題聾瞳櫨麓騨
①人口減少超高齢社会、地震津波等大規模災害に対応したまちづくりの形成に向け、「三重県都市計

函基本方針」を策定するとともに、市町による立地適正化計画の策定や実施に対する支援を行うほか、

都市計画見直しの基礎となる都市計画基礎調査に着手します。また、緊急輸送道路となっている街路の

整備、電線類の地中化や都市交通の円滑化に資する施設の整備等、都市基盤の計画的な整備を進めます。

②木県にふさわしい豊かな住生活の構築をめざすとともに、地域における多様な住居ニーズに対応す

るため、県の住宅政策における慕本方針と施策を示す「三重県住生活基本計画jの見直しを行いま

す。また、引き続き、耐久性目省エネ性等を備えた長期優良住宅の普及促進を図るとともに、長寿

命化の観点から県営住宅の予防保全による適切な維持管理を継続的に実施し、子予防保全の重要性や

県が実施した長寿命化工事の内容について県全体への波及を図ります。さらに、高齢者をはじめと

する住宅の確保に特に配慮、を要する方々の円滑入居のための支援体制の充実に努めます。

③新築建築物等の完了検査の徹底など建築基準法の遵守を促し、適法な建築物の確保に努めるとともに、

不特定多数の者が利用する既存建築物について適正な維持保全の指導助言を行うことにより、既存建

築物の安全性確保に努めます。
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④市町の景観づくりに向けた取組の支援、良好な農外広告物の設置に向けた取組、地域の景観特性に配慮

した公共事業等の促進など、地域の個性豊豊かな魅力ある景観を生かしたまちづくりの取組在進めます。

①（一部新）都市計画策定事業【基本事業名 35301 安全で快適なまちづくりの推進］

予算額 (27) 2 4' 6 3 9千円 → (28) 1 0 0 ' 9 5 6千円

事業概要人口減少超高齢社会、地震回津波等大規模災害に対応したまちづくりの形成に向け、「三

重県都市計画基本方針Jを策定するほか、都市計画見直しの基礎となる都市計画基礎調査

に着手します。

②街路事業【基本事業名 35301 安全で快適なまちづくりの推進】

予算額：（27) 1 ' 8 4 4' 6 1 5千円 → (28) し 780, 178千円

事業概要’街路整備や霞線類の地中化等により、都市交通の円滑化、都市災害の防止、都市景観の形

成等を図ります。

③住生活総合調査事業【基本事業名： 35302 安全で快適な住まいづくりの推進】

予算額 (27) 2' 1 3 8千円 → (28) 1 2' 4 0 5千円

事業概要凶平成 27年度に分析を行い取りまとめた住生活総合調査結果をもとに、有識者からなる懇

話会における意見をふまえて、県の住宅政策の基本方針と施策を示す現行「三重県住生活

基本計画」の見直しを行い、平成 28年度から平成 37年度を計画期間とする新たな計画を

策定します。

④公営住宅建設事業【基本事業名町 35302 安全で快適な住まいづくりの推進］

予算額 〔27) 1 8 5' 9 6 3千円 → (28) 2 0 1 ' 6 1 0千円

事業概要：安全で安心、な住環境の整備と既存県営住宅の長寿命化を図るため、住宅の外壁改修や屋上

防水工事等を行うとともに、高齢者向け住戸への改修を行います。

⑤建築基準法施行事業【基本事業名： 35303適法な建築物の確保］

予算額 (27) 1 6' 6 0 6千円 → (28) 1 5' 2 9 0千円

事業概要建築物の安全性確保に向け、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促すととも

に、不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・劫言を行いま

す。

⑥景観まちづくりプロジェク卜事業【基本事業名： 35304参画と協働による景観まちづくりの推進］

予算額町（27) 3 8' 0 0 O千円 → (28) 3 2' 1 7 2千円

事業概要’地域の個性豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを推進するため、住民と行政の協働

で、景観に配慮した県有施設の整備を先導的に行います。
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（行政運営 7 何事業推進の支援

【主担当部局 黒土整備部】

公共事業の実施プロセスの公正性透明性を確保し、事業を適正かつ着実に実施することにより、県民

の皆さんの公共事業への信頼感が向上していることをめざします。

防総偏重量委員語蓮言語1 ~Ii ~flliwfl~ Jjj II ff~~111r• !011§111~1flli雲
公共事業の再評価、事後評価制度および入札契約制度を適正に運用することで、公共事業の公正性、透

明性が確保され、早期かつ適切な時期に県民の皆さんに公共事業の成果が届いています。

公共事業予算
上半期発注率

呂標項目

の説明

28年度恩標値

の考え方

40701公共事

業の適正な執

行管理（県

土整備部）

40702公共事

業を推進する

ための体制づ

くり（県土整

備部）

公共事業の成果の早期発現に向けた県土整備部所管の公共事業予算における上半期での発注
額の割合

＝震黒公共事

業評価審査委

員会の審査に｜ 100 
おける適正率 (26年度）

三重県入札等

監視委員会に ／ ／ 100% 

よる調査審議

結果に基づく 100指

改善率
(26年度）
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優秀な工事成績を残した企業および技術者を表彰する取組在進めていますが、建設業における若年者の減

少はさらに進行するなど、今なお厳しい状況にあります。そこで、人材の確保と育成および建設業への理

解促進を図るため、「次期三重県建設産業活性化プラン（仮称）Jを策定する必要があります。

②改正品確；去に基づき、発注者の責務とされた市場における労務、資材等の取引価格、施工の実態等を的確

に反映した予定価格の適正な設定や発注施工時期の平準化、適切な設計変更などに取り組んでいます。

特に、適切な設計変更については、平成26年度に「三重県設計変更ガイドライン（案）Jを策定し、平成

27年度から運用しています。

③公共事業の効率性および実施過程の透明性の確保と向上を図るため、外部委員で構成される［三重県公共

事業評価審査委員会」において事中評価および事後評価を行い、事業の妥当性を確認しています。引き続

き社会情勢の変化等に対応した適正な評価を実施していく必要があります。

また、事業執行にあたっては、入札および契約制度の適正化を図るため、外部委員で構成される「三重県

入札等賞視委員会」で調査審議を行い、平成 27年 10月から社会保険の加入を一次下請まで拡大するな

ど入札契約制度の改善に取り組みました。引き続き、入札契約事務の公正性、公平性を確保し、適正に実

施されるよう入札契約制度の改善に努める必要があります。

④入札事務手続きの公平性、透明性を確保し、効率化を進めるため、電子調達システムと公共工事進行管理

システムについて、適正に改善を行いながら運用を行っています。これらのシステムについては、受注者

の事務軽減のための改善に取り組む必要があります。

Ir~験場窒唾錘趣旨~fjl11 ll~l~fll~I ~i~I IJl~111il~ 霊皇室1r~r~i111r1111~i¥f!t；：緩：慈雲三重
①「次期三重県建設産業活性化プラン（仮称）Jに基づき、建設業界と県が役割を分担しで取り組んでいきま

す。

②改正品確法の運用指針に基づき、担い手の育成確保のための取組などを進めていきます。

③公共事業評価については、公共事業を取り巻く環境の変化に対応し、適正な評価に努めます。

また、入札契約事務については、 f三重県入札等'iiii'.視委員会Jの確認を受けるなど、公正性、公平性を確保

し、適正な実施に向けて改善に取り組みます。

④電子調達システムと公共工事進行管理システムについては、安定的な運用を図るため、適切なシステムの

更新作業に取り組みます。
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①（新〕建設業人材定着事業［基本事業名 40701公共事業の適正な執行司管理］

予算額（27) 一 千円→（28) 3 0. 0 0 O千円

事業概要 建設業の従事者に必要な技術知識が習得できるよう支援することにより、建設業に人材が定

着するための取組を実施します。

②建設業参入支援事業［基本事業名： 40701公共事業の適正な執行管理】

予算額：（27)3. 2 9 6千 円 → （28)2 1 . 5 0 1千円

事業概要．求職者に対し、集合研修及び企業での雇用型訓練を実施します。また、求職者に対する情報発

｛言、就職支援のためのマッチング説明会を行うとともに、高校生等を対象とした現場見学会

イン合一ンシップを実施します。

③（一部新）建設業指導監督事務費（三重県建設産業活性化プラン）

【基本事業名 40702公共事業を推進するための体制づくり］

予算額（27) 千円→（28) 1 • 2 8 3千円

事業概要 平成 28年度からス5ー卜する「次期三重県建設産業活性化プラン〔仮称）Jに基づき、建設業

への理解促進のため、県民の方を対象とした現場見学会等を実施します。

④公共工事総合評価方式運用事業【基本事業名 40702 公共事業を推進するための体制づくり】

予算額（27) 3. 3 5 0千円 →（28) 3. 5 3 6千円

事業概要：総合評価方式の実施状況についてアンケート調査等による検証を行うとともに、外部有識者会

議（三重県公共工事等総合評価意見聴取会）の意見などをふまえ、公正で透明な制度となるよ

う改善に取り組みます。

⑤公共工事進行管理システム事業【基本事業名： 40701 公共事業の適正な執行’管理】

予算額 (27) 5, 277千円 → (28) 5 8. 6 1 7千円

事業概要公共工事進行管理システムについて、利用者のニ ズをふまえ、利便性の向上、事業執行等の

業務効率化を実現するためのシステム更新に着手します。
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施策 1 l 2 ( 防災・減災対策を進める体制づくり

【主担当部局防災対策部】

II議委重量：縫毒殺議 ~！~ff~~ If if/~1!111！~ ：：三~i!!rill&I~ fl~~＇liJI'llflj三［fflf~j
県、市町、防災関係機関などのさまざまな主体が、防災‘減災対策に向け、それぞれの役割を果たすと

ともに、各機関の連携協力体制がより強化され、「協書・11」の取組が進むことにより、県民の皆さんの命

と暮らしを守る災害！こ強い社会づくりが進んでいます。

E華麗r~i！縫豪華街重言語 ~＼Rr ~i iwi i~Al 11ir Ii II 
南海トラフ地震の発生や、年々勢力を増す台風、集中豪雨などの自然災害やコンビナートにおける事故

等の災害発生に備え、県、市町、消防その他防災関係機関の連携体制の強化が図られ、それぞれの主体の

取組により、災害対応力が充実・強化されています。

「公助jによる
防災減災対策
の取組が進ん
でいると感じ｜ （調査中）
る県民の割合

目標項目 ｜県をはじめとする防災関係機関の「公助」による防災・減災対策の取組が進んでいると実感
の説明 ｜している県民の割合（防災に関する県民意識調査）

28年度目標値
の考え方

「三重県新地

11201防災減震津波対策行
動計画J等の計

災対策の推進 函における主 iI 93. 4% 
（防災対策部） 要な行動項自 (26年度）

の進捗率
県市町防災

11202災害対策関係機関が逗 i ／ 
活動体制の充 携した実働司II

練および県災
実強化（防災害対策本部等｜ 8回

対策部） が主催する図 (26年度）
上訓練回数

11203迅速な対 「防災みえ i I 
／／  

応に向けた防災
p Jから防災情
報等を入手し

情報の共有化 ている県民の 15. 0% 

（防災対策部） 割合 (26年度）
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11204災害医療
災害拠点病院の

体制の整備（健 災害派遣医療チ

康福祉部医療対 ーム CDMA「 19 

策局） 数 (26年度）

11205安全な建
地震等の災害時
において避難所｜ ／ ／ 100% 

築物の確保（県 として活用され

土整備部） る建築物の耐震
化率

レ／ 」／ k乙一一

県立 1100% 
学校

市町立1816% 
学校

11206教育施設 学校の屋内運動 ／｜  I/ ｜私学校立 1778% 
の防災対策（教 場等の天井等落

県立 0.8目
育委員会）

下防止対策済率
学校（26年度）

市町立 26.4% 
学校 (26年度）

私立 0日目
学校 (26年度）

／ 

11207緊急輸送 緊急輸送道路上

道路の機能確保
の橋梁のうち良
好な状態である 93.4% 

（県土整備部） 橋梁の割合 (26年度）

／／’ 

11208 消防救急
消防団員の条例

体制の充実強
定数充足率

化（妨災対策部） 95.3% 
／ ／ ／ 

11209高圧ガス 高圧ガス等施設
／／  ／／  100% 

等の保安の確保 における事故発

（防災対策部〕
生防止率 I 996% 

(26年度）

臨品~~鵬重醤語箇輯艶灘鶴緩擁漉蕗醸甑題纏騒語感盤盤密麗麗麗麓襲醤駆車麗輯撮甑麓簸溜揺語麗漉纏麺輔
①東臼本大震災の発生から4年が経過しましたが、被災地の復興は未だ道半ばの状況にあります。東日本

大震災の教訓等をふまえ、災害発生後の復興も視野に入れた新たな地震津波対策の道筋を示し、その

実践に取り組んできたところですが、今後も、南海トラフ地震等の発生に備えた地震 津波対策に引き

続き取り組んでいく必要があります。

②局地化目集中化・激化する風水害に備えるため、紀伊半烏大水害や平成 26年8月豪雨等で明らかとなっ

た課題等もふまえ、「三重県新風水害対策行動計画j の策定など新たな風水害対策の道筋を示しました。

今後も引き続き、年々勢力を増す台風への対応などの風水害対策に取り組んでいく必要があります。

③災害対策活動の機能強化に取り組んできたところですが、今後も国 市町、防災関係機関などのさまざ

まな関係機関との連携を強化し、訓練や広域避難体制の検討、防災情報の迅速な県民への提供方法の検

討など、災害対応力の充実・強化に取り組む必要があります。
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④南海トラフ地震等の大規模災害発生詩の医療体制や緊急輸送体制の充実、強化に取り絶む必要がありま

す。

⑤住宅・建築物の耐震化を促進するとともに、学校施設の防災機能の充実Jこ今後も取り組む必要がありま

す。

⑥消防団員の減少、平均年齢の上昇、多様化‘増加する消防救急需要などに対応するため、消防の充実強

化に取り組んでいく必要があります。

⑦高圧力、ス施設等における事故が発生しており、石油コンビナートを含め、産業保安人材の育成を含めた

防災対策を進める必要があります。

f建議1~§J轍樋働顧 :t!$ti ~w！~ ll~ ~f 4 ~i~rli~iifiii. ii~ i~I 
せ策部

①「三重県新地震 津波対策行動計画j に掲げた行動項目を実践し、伊勢志摩サミットに合わせ南海トラ

フ地震対策として整備する、地震津波観測システム（ DONET）を用いた新たなシステムの県南部へ

の水平展開に向けた検討に着手するなど、地震津波対策をt着実に推進します。

②「三重県新風水害対策行動計画j に掲げた行動項目を実践し、「三重県版予イムライン（仮称）J等の策

定を進めるなど、風水害対策を着実に推進します。

③ f地域減災力強化推進補助金Jについて、これまでの津波避難対策を重視した制度から、避難所の環境

整備などの避難後を見据えた対策や、土砂災害対策内あるいは被災によって孤立した地域への支援対策

などを中心に、風水害対策も重視した制度へと改め、木県の防災 滅災対策の進展を図ります。

④「県北部海抜ゼロメートル地帯避難対策補助金j により、県北部の海抜ゼロメートル地帯を有する市町

が取り組む津波避難対策を支援するとともに、広域避難体制の検討を進めます。

⑤近い将来に発生が懸念される南海卜ラフ地震では、県内全域で大きな被害が想定されることから、県ー

市町 防災関係機関等が連携した訓練等を通じて、実践的な災害対応力の積み重ねを図ります。

⑤北勢広域防災拠点については、平成29年度の完成に向けて、適切な進捗管理を行いながら造成工事や施

設整備を推進し、また、県南部の災害時の孤立対策として、航空燃料の備蓄に向けた取組を進めます。

⑦防災へリコプタ 「みえJの安全運航を維持するとともに、機体を更新します。

⑧有事への対応をより迅速かつ的確に行うために、困、市町、防災関係機関と連携して国民保護司ii練を実

施します。

⑨県防災通信ネットワ クの正常な運用ができるよう維持管理を行うとともに、防災へリコプ宇一用無線

通信設備等の整備に取り組みます。

⑩気象情報 災害情報等を迅速的確に収集し、県民に提供するとともに、災害対策本部機能の充実強化

および県民へのよりわかりやすい情報提供を行うための新しい防災情報プラットフオームの構築に取り

組みます。

⑪市町や消防協会との連携による消防団員の入団促進を図るとともに、消防団の活性化につながる制度導

入に向けた検討を進めます。また、消防の広域化や救急救命士等消防職員の資質向上を図ります。

⑫現場に関わる産業保安人材の育成を図りながら、三重県石油コンビナート等防災計践による防災対策を

促進するとともに、高圧ガス等の産業保安に関する事故の未然防止のための取組を推進します。

⑬伊勢志摩サミットの円滑な実施のため、関係市町や関係機関等との連携により、防災 危機対策に万全

を期すよう必要な取組を行います。
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l健康福祉部 1
⑬災害医療コ ディネ 告ーを対象に、地域の実情をふまえた災害医療対応シミュレ シヨン在中心とす

る研修を実施するとともに、看護師等を対象とする災害看護研修を実施します。また、国が実施する D

MA  Tを対象とした研修会や訓練に県内DMA Tを派遣するとともに、新たなDMA Tを養成します。

⑬平成 28年度に実施予定の国の大規模地震時医療活動訓練について、国や近隣県、その他関係機関等と連

携して訓練企画等を行うとともに実動訓練に参加します。また、その他の調練等において、災害医療コ

ーディネ一世ーや県内DMAT等の医療従事者の参加促進を殴ります。

⑬伊勢志摩サミットの円滑な実施のため、関係市町や関係機関等との連携により、サミット開催時の緊急

医療体制の整備に万全を期すよう必要な取組を行います。

i県土整備部 1
⑪耐震診断が義務化された不特定多数の者が利用する大規模建築物等のうち、避難所として活用される建

築物の耐震化を促進するため、引き続き、耐震化を働きかけ、これらの建築物の耐震改修を支援するほ

か、耐震診断が義務付けられる緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化に向けた取組を進めていき

ます。また、木造住宅の耐震化については、補助事業を引き続き実施するとともに、診断を終えた方に、

住まいとまちの安全に向け、それぞれの状況に応じた対策を講じていただけるよう、きめ織かな支援を

展開します。

⑬緊急輸送道路に指定されている県管理道路等の計画的な修繕や整備を進め、非常事態に対応した輸送機

能の確保を図ります。

l教育委員会 1
⑬県立学校の庭内運動場等の天井等落下防止対策をはじめとする非構造部材の耐震対策について、早期の

完了を自指して、計画的に実施します。

II 環境生活部・健康福祉部 II 

⑩私立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策について、学校法人に対し耐震対策を促すとともに、耐

震対策に取り組む学校法人への支援を行います。

II 警察本部 ｜｜ 

＠大規模災害発生時における救出救助等の活動を迅速かつ的確に実施するために、必要な装備資機材の整

備を進めます。

｜！防災対策部｜｜

①新たな防災 減災対策推進事業【基本事業名 11201 防災・滅災対策の推進］

予算額： (27) 1 1 ' 1 6 1千円 → (28) 7' 6 0 5千円

事業概要 「三重県新地震ー津波対策行動計画j、「三重県新風水害対策行動計画j に掲げた行動項目を実

践し、「三重県版タイムライン（仮称）Jを新たに策定するとともに、伊勢志摩サミット対策

として導入した fDONE Tを活用した津波予測＝伝達システムj の活用を図ります。

②地域滅災対策推進事業［基本事業名 11201 防災・滅災対策の推進】

予算額 〔27) 2 2 6' 2 4 4千円 → (28) 1 2 0' 2 1 4千円

事業概要 南海トラフ地震や内陸活断層による地震司津波及び台風局地的豪雨等による土砂災害をは

じめとする風水害に備えるため、市町が実施する避難対策や避難所の整備、災害時要援護者

対策などの地域特性に応じた減災対策を支援します。また、津波避難施設整備等に対する支

援制度により、県北部海抜ぜロメートル地帯における津波避難対策の推進を図ります。
27 



③防災訓練費［基本事業名： 11202 災害対策活動体制の充実強化】

予算額 (27) 2' 5 5 1千円 → (28) 2' 6 1 6千円

事業概要 大規模地震や風水害などを想定した大規模災害発生時の応急対策、応急復旧等に係る実践的

な防災訓練を行い、県、市町、防災関係機関及び地域住民が一体となった防災対策の推進を

図ります。

④広域防災拠点施設整備事業［基本事業名： 11202 災害対策活動体制の充実 w強化】

予算額 (27) 4 0 6 ' 7 4 7千円 → (28) 856, 335千円

事業概要 大規模災害発生時の県内への広域的な応援ー受援体制の拠点としての役割を担う北勢広域防

災拠点を整備するため、土木構造物工事等を実施します。また、東紀州（紀南）広域防災拠

点において、防災へリコプヲー用の航空燃料貯蔵所等の建設工事を実施します。

⑤防災ヘリコプヲー吏新事業［基本事業名： 11202 災害対策活動体制の充実 強化］

予算額町（27) 1 0' 7 2 9千円→ (28) 3' 0 6 3' 1 5 1千円

事業概要：防災へリコプヲ 「みえJの機体更新を行うとともに、防災へリコプヲーの機能強化を殴る

ため、へリコプ合 テレビ電送システムを整備します。

⑤国民保護対策費［基本事業名・ 11202 災害対策活動体制の充実強化】

予算額 (27) 2' 1 2 4千円 → (28) 1 ' 9 4 0千円

事業概要 三重県国民保護協議会を開催するとともに、防災関係機関と連携して国民保護訓練を実施し

ます。

⑦防災行政無線整備事業【基本事業名 11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】

予算額： (27) 1 8 ' 3 1 8千円 → (28) 3 0 1 ' 9 0 5千円

事業概要 防災へリコプ亨一周防災行政無線のヂジヲル化による再整備を行います。また、災害拠点病

践との通信を確保し災害時医療体制の連携を確保するため、災害拠点病院への防災行政無線

の設霞工事を行います。

⑧防災情報提供プラットフオーム事業【基本事業名 11203 迅速な対応に向けた防災情報の共有化】

予算額 (27) 3 4' 0 3 6千円 → (28) 7 6' 3 6 0千円

事業概要 災害時に迅速凶的確な対応が行えるよう、総合防災ホームベージ「防災みえ j p j等によ

り気象情報や防災情報を提供します。また、災害対策本部機能の強化と、より県民に分かり

やすい情報提供に向け、新たな防災情報プラットフオームの構築を行います。

⑨消防行政指導事業［基本事業名 11208 消防救急体制の充実・強化】

予算額 (27〕 7' 6 0 2千円 → (28) 8, 089千円

事業概要 県内各市町の消防団で構成される三重県消防協会の諸事業等の円滑な実施を通じて、消防団

員の確保や消防団の活性化等に取り組みます。

⑬高圧力、ス指導事業【基本事業名 11209 高圧ガス等の保安の確保】

予算額 (27) 3 2' 1 3 4千円 → (28) 2 .1 • 0 9 8千円

事業概要目高圧ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導、監督を徹

底するとともに、許認可申請に対する厳正な審査及び保安検査、立入検査の強化によって安

全を確保します。

⑪（新〉消防防災関係サミット対策事業［基本事業名 11208 消防救急体制の充実・強化］

予算額（27) 一千円→ (28) 3 5 4 • 3 5 6千円

事業概要伊勢志摩サミット開催時における防災危機対策lこ万全を期すため、消防救急特別警戒体

制の確保に向けた調整や支援を行います。また、消妨救急特別警戒に伴い、応援活動を実

施したり、応援活動円滑化のための受援活動を行う地方公共団体lこ対し交付金を交付します。
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健康福祉部

⑫（一部新）災害医療体制強化推進事業【基本事業名 11204 災害医療体制の整備］

予算額 (27) 8 9' 3 3 4千円 → (28) 2 8 0 ' 8 8 4千円

事業概要災害医療体制の充実強化を密るため、地域の拠点となる医療施設の冊曜整備や災害拠点病院、

災害医療支援病院の設備整備を支援します。また、国の大規模地震時医療活動訓練への参加

等を通じて医療従事者の災害対応力の向上を図るとともに、関係機関の連携体制の構築等に

取り組みます。さらに、伊勢志摩サミット開催に係る緊急医療体制を整備します。

l県土整備部 1
⑬建築物耐震対策促進事業【基本事業名： 11205 安全な建築物の確保】

予算額 (2乃 119,935千円→ (28) 1 5 4 i 6 3 7千円

事業概要：地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、避難所として活用される不特定多数が

利用する大規模建築物（ホテル、旅館等）の耐震改修の支援を行うとともに、避難路沿道建築

物の耐震診断の支援を行います。

⑬（一部新）待ったなし！耐震化プロジェク卜【基本事業名 11205 安全な建築物の確保】

予算額：（27) 1 6 6 ' 5 6 0千円 → (28) 1 6 1 ' 9 3 5千円

事業概要 地震による被害を軽減し、住まいやまちの安全性を高めるため、木造住宅の耐震診断、耐震

性の低い木造住宅の耐震補強や除却等を支援します。

⑬緊急輸送道路機能確保事業【基本事業名： 11207 緊急輸送道路の機能確保】

予算額 (27) 4' 1 6 4' 2 7 1千円 → (28) 4, 664, 318千円

事業概要：災害時に人員や物資などの交通（輸送）が確保されるよう、緊急輸送に資する県管理道路の

計画的な修繕や整備を進めます。

1教育委員会 l
⑫校舎その他建築費【基本事業名岨 11206 教育施設の防災対策】

予算額：（27) 1 ' 6 6 1 ' 5 2 6千円 → (28) 4 6 1 ' 9 3 9千円

事業概要 県立高等学校の施設について、屋内運動場等の天井等沼下防止対策、老朽化対策など防災機

能の充実、教育環境向上のための整備等を進めます。

l環境生活部・健康福祉部 1
⑪（一部新）私立学校校舎等耐震化整備費補助金【基本事業名： 11206 教育施設の防災対策】

予算額： (27) 8' 7 5 0千円 → (28) 7 3' 4 6 9千円

⑬〔一部新）私立幼稚園施設耐震化整備費補助金【基本事業名： 11206 教育施設の妨災対策】

予算額：（27) 一千円→ (28) 1 ' 6 6 8千円

事業概要 私立学校における校舎等の耐震化事業に対して助成を行うことにより、安心して学べる環境

の整備を促進します。また、新たに、屋内運動場等の天井等落下防止対策事業に対しても助

成を行います。
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笠雲~
⑬沿岸幹部交番の防災拠点化構想事業【基本事業名： 11202 災害対策活動体制の充実 強化］

予算額 (27) 4 0' 0 0 O千円 → (28) 80, 610千円

事業概要太平洋沿岸地域における防災活動、治安維持活動の拠点となる幹部交番の災害対処能力を向

上させるための建て替え整備を進めます。

⑫災害警備対策費【基本事業名： 11202 災害対策活動体制の充実・強化】

予算額：（27) 8' 8 1 2千円 → (28) 9, 417千円

事業概要：大規模災害発生時における各種警察活動を迅速かつ的確に実施するために、必要な装備資機

材等を整備します。
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【主担当部局地域連携部］

機鋭機童謡重重量緩： ll![llJ~ ~1111雲皇室'Jliil ~ri ll~ l§l"Jwll~l:f l ヨ
移住を考える人のライフス亨イルに応じたきめ細かなワンストップの相談体制を活用することで、三重

県への移住が促進され、地域の活性化につながっています。

｜豪華謀議暴言語義謀 長 主主主辺限設1
移住を検討する皆さんが、ライフス告イルに応じたきめ細かなワンストップの相談体制を活用すること

で、三重県への移住が促進されています。

県および市町
の相談窓口等｜ ~ I I I I ~ I 100人

で把握した県
内への移住者
数

呂標項目 ｜ 「ええとこやんか三重 移住相談セン告 Jなど県の相談窓口や、空き家パンクなど市町の
の説明 ［相談窓口で把握した移住者数

28年度目標債
の考え方

25401移住促進

に向けた情報 移住相談セン

発信の推進
5 における

相談件数

（地域連携部）

25402移住受入 県外の移住相
42市町

体制の整備 談会等への参

〔地域連携部） 加市町数 26市町
(26年度）

25403農林水産 ／｜  ／ 
業の就労体験 農林水産業就

280人

機会の創出（農労体験者数（累

林水産部） 言十）
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欝璽璽襲撃
①首都圏等において移住の三一ズが高まっていることなどから、平成27(2015）年4月に移住相談のワンス

トップ窓口として「ええとこやんか三重移住相談センヲ 」を東京に開設しました。セン舎 での相談

者は 30代 40代の現役世代が多く、移住先での仕事に関する情報提供や支援が求められています。

②県内の市町においては、移住者受け入れのための相談窓口の設置や「空き家バンクj制度の運用、「移住

体験ツア Jの実施など、移住促進のためのさまざまな取組が進められており、こうした移住者を受け

入れるための体制をさらに充実する必要があります。

③都市に住む若者を中心に、田園回帰の動きなどがあり、農山漁村への移住を促進するために、農山漁村

の暮らしや農林水産業の魅力に触れる機会の創出等により、農林水産業への興味や就労意欲の醸成を図

るとともに、移住者の受入体制を整備することが必要です。

議議議議議議fl濯毒闘 i~！： ~fl~E 1fjl~~vl w*fil~ i~l~ 選阪話器怒隊医三｜
地域連携部

』＝ 扇 ＝

⑦移住に関する杷談をワンストップで受けられる窓口として東京に「ええとこやんか三重移住相談セン

タ－Jを設置するとともに、関係機関と連携して三重県の魅力について情報発信します。

②市町や関係機関の取組と連携し、移住者の受入体制の確立を図ります。

1雇用経済部 1
③「ええとこやんか三重 移住相談センターj に就職相談アドバイザーを配置し、移住に向けた就職情報

の提供、相談などを行います。

監盟主J
④三重県への移住を促進するため、移住者の住まいに関して市町が実施する空き家等を活用したリノベー

ション事業を支援します。

II農林水産部 1
⑤農林水産業の分野において、［ええとこやんか三重移住相談センヲ jなど、さまざまな機会を通じて、

若者等に対し本県農林水産物や農山漁村の魅力を発信します。また、農林水産業への就労体験を通じ農

山漁村への移住を促進するため、農山漁村の暮らしや農林水産業を実体験できる農林漁業就労体験プロ

グラムを実施するとともに、集落産地等による農業就労体験や移住者の受入体制整備等を進めます。

｜｜地域連携部 1
① （ 部新）移住促進情報発信拠点運営事業［基本事業名 25401 移住促進に向けた情報発信の推進】

予算額 (27) 千円 → (28) 3 0' 1 7 1千円

事業概要：移住を検討している人などに対して、三重県の情報を届けるために首都圏及び関阪国におい

て情報発信拠点を運営し、職業住居教育医療などそれぞれの検討ステ ジにおいてき

め細やかにワンストップで相談を行い、三重県への移住を促進します。

②（新〕移住促進のための市町支援事業［基本事業名司 25402 移住受入体制の整備］

予算額 (27) 一千円→（28) 1 0' 3 2 4千円

事業概要各市町に合った移住者の受入のための体制づくりについて研修会を通して学ぶとともに、市

町が移住者を受け入れるために必要な施策を進めるための事業への補助を行います。
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l雇用経済部 II 

③就職相談アドバイザ 事業［基本事業名： 25481 移住促進に向けた情報発信の推進］

予算額 (27) 千内 → (28) 8' 0 3 6千円

事業概要：「ええとこゃんか三重 移住栢談センヲーJに就職相談アドバイザーを配置し、移住相談とー

体で就職相談を実施するとともに、雇用労働情報および県内の企業情報を発信することによ

り、三重県内企業への就職を促進します。

主盟主J
④移住促進のための空き家リノベーション支援事業【基本事業名 25402 移住受入体制の整備】

予算額司（27) 千円→ (28) 1 8' 5 4 0千円

事業概要刷県外からの移住を促進し、既存ストックの活用による良好な居住環境を創出するため、市町

が実施する空き家等を活用したリノベーション事業を支援しますD

1農林水産部 1

⑤（新）移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業［基本事業名’ 25403 農林水産業の就労体験機会の創出】

予算額：（2乃 千円→（28) 7' 8 0 0千円

事業概要岨農林水産業への就労意欲を醸成するため、都市部の若者等を対象に、農山漁村の魅力や農林

漁業を実体験できる体験ツア を実施するとともに、受入意欲のある地域において、体験者

の受入体制づくりを支援します。

⑤（新）移住者就農支援事業［基本事業名・ 25403 農林水産業の就労体験機会の創出】

予算額：（27) 千円 → (28) 1 ' 8 8 8円

事業概要 U I 9－ンによる新規就農を促進するため、集落や産地等において、就農移行期にある移住

（希望）者の就業体験等の受入体制の整備を支援します。

⑦（新）水産業ー漁村の魅力による移住促進事業【基本事業名： 25403 農林水産業の就労体験機会の創出】

予算額（2η 一千円→（28) 1 ' 8 4 0千円

事業概要：移住希望者の漁村への移住＝定着を促進するため、移住説明会等において三重県漁業への就

業支援に関する内容等の説明を行うとともに、市町や漁協等による体験漁業イベント等の取

組を支援します。
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